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滋労収安第8101号

平成14年4月10日
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、
兇

各 公共職業安定所（出張所）長 殿

滋賀労働局長

（公印省略）

地域改善対策特定事業に係る国の財政上の特別措置

に関する法律の失効後における対応等について

標記について、厚生労働省職業安定局長から別添（写）のとおり通達されたので、了知
の上、その円滑な実施について特段の配意を願いたい。

卜



陸 ト
滋労安収第150号

平成14年4月10日

各 公共職業安定所（出張所）長 殿

滋賀労働局職業安定部長

（公印省略）

地域改善対策特定事業に係る国の財政上の特別措置に関する

法律の失効後における対応等に係る留意事項等について

標記について、厚生労働省職業安定局総務課長、雇用開発課長、雇用保険課長、業務指

導課長、及び高齢・障害者雇用対策部高齢者雇用対策課長から別添（写）のとおり通知が

ありましたので、当該取扱いについて遺漏のないよう御配意願います。

なお、本通達中2の一般対策に当たっての留意事項等に係る当局における取扱いについ

ては、別途通知します。



事 務 連 絡

平成14年4月17R

各公共職業安定所（安曇川出張所）長 殿

滋賀労働局職業安定部職業安定課長

滋賀労働局職業安定部職業対策課長

「地域改善対策特定事業に係る国の財政上の特別措置に関する

法律の失効後における対応等に係る留意事項等について」に係る

一般対策の活用に当たっての留意事項について

「地域改善対策特定事業に係る国の財政上の特別措置に関する法律の失効後における対

応等に係る留意事項等について」については、平成14年4月10日付け滋労安収第15

0号により職業安定部長から貴職あてに通知されたところですが、同通知中、追って通知

することとされていた「一般対策の活用に当たっての留意事項」に係る当局での取扱につ

いては、同通知によって示された取扱による他、隣保館との日常的な連携、相談票、就職

困難者であることの判断について、別紙のとおり取り扱うこととしますので、当該取扱に

ついて遺漏のないよう願います。



厩丙園 隣保館との日常的な連携
生活、就労相談のための利用について

隣保館等では、隣保館設置運営要綱に基づく、相談事業の‐･環として就労相談を実施

することとされている。①

ガイドブック等の資料を活用した就労相談について

公共職業安定所は、隣保館等就労担当職員等が相談者に対して行う就労相談のための

職業安定・職業能力開発関係の情報の提供を適宜行う。

具体的には、仕事探しのためのガイドブック（局作成)、賃金情報等を各隣保館等に配

付し、隣保館等就労担当職員等の行う就労相談のための情報の提供を行うこととする。

②

隣保館等における相談結果による安定所との連携について

隣保館等就労担当職員等は、隣保事業における相談の結果、相談者が公共職業安定所

の利用を希望し、かつ、別紙I就職困難者としての認定要件」を満たす相談者について、

相談者の住所を管轄する公共職業安定所職業相談就職困難者担当部門へ、電話連絡ある

いは相談者と同行するなどの方法により連携を行うことができる。

相談者の来所について

相談者は、住所を管轄する各公共職業安定所へ出頭し、「就職困難者であり援護措置を

受けたい‐旨を申し出、求職申込を行うとともに、相談票の記入を行うものとする。③

就職困難者として確認、援護措置の対象について

相談者から申出を受け、求職申込を受理し、相談票を受け付けした公共職業安定所は、

隣保館等利用状況の確認を含めたきめ細かな職業相談を実施し、求職者が別紙「就職困

難者の基木的確認要件」を概ね満たす場合は、個別に総合的判断を行い、「就職困難者」

として確認し、必要な援護措置の対象者とできる。④⑤

その他

公共職業安定所は、相談者または求職者が「就職困難者」として確認できない場合は、

その旨を相談者または求職者に対し、口頭で十分な説明を行うこと。

要件の確認に時間を要する場合は、要件の確認ができ次第、速やかに、相談者または求

職者に対し、その結果を説明すること。

※隣保館等とは、隣保館、教育集会所、その他市町の条例等↓‐より設臓されていZ雌保館、教育集会所

に準じる公的施設をいつ。また、瞬保館等職員蝉とは、隣保館等で勤務する熾膿、非常勤職員をいう



取扱注意

隣保館との日常的な連携

(隣保館等を利用した就職困難者の確認までの基本的な流れ）

⑤援護措置の対象

相談者

②ガイドブック等の資料を活用した

就労相談①生活・就労相談のための利用

就
職

困
難
者

と
し

て
確
認

③来所地域総合センター等

(隣保館・教育集会所等）

地域総合セ

(隣保館・教

･センター等

教育集会所等）

連絡会議等の開催 連携

公共職業安定所

④「就職困難者の確認」

． 申し出

・ 求職申込

・ 相談票への記入

・ 相談票記載内容の『相談票記載内容の聞き取りによる隣保館等の利

用状況の確認を含めたきめ細かな職業相談の実施

等の要件を満たす者で、所要の確認及び総合的に

判断の上、就職困難者の確認を行う。

／
、

－ _一

就職困難者：教育・就労環境等により安定所長が就職が著しく困難であると認める者

であって、35歳以上の者



唖 相 談

壼一泰

ふりがな

氏 名 年 月 日生 （満 歳）

ふりがな

現住所 〒 電話

○ 学歴(最終学歴のみの記載でも可｡）

年 ‘ 月 ’ 歴学

○ 職歴(最近のものから記入して下さい｡）

年 ｜ 月 ’ 事業所名 ｜ 主な仕事 ｜企業規模(注'）｜雇用形態(注2）
イ ロ ハイ ロ ハ ニ

イ ロ ハイ ロ ハ ニ
1

イ ロ ハイ ロ ハ ニ

イ ロ ハイ ロノ、二

イ ロ ハイ ロ ハ ニ

イ ロ ハイ ロ ハ ニ

イロ ハイロ ハ ニ

イ ロ ハイ ロ ハ ニ

(注1)イ(30人未満)､ロ(30人以上100人未満)､ハ(100人以上300人未満)､二(300人以上)のうち該当するものを○で囲んで下さい。
(注2)イ(常用雇用)､ロ(臨時･季節)､ハ(日雇)のうち該当するものを○で囲んで下さい。

○隣保館等における相談の概要(最近のものから記入して下さい｡）
相談の内容(具体的に）担当者名相談に行った隣保館等名相談年月日



函邇圃
就職困難者であることの判断

就職困難者としての認定要件

就職困難者としての確認は、下記の要件を満たしている者について、隣保館等における

相談状況等を勘案し、公共職業安定所長が所要の確認及び総合的に判断の上、行うことと

する。

1．年齢要件

就職のための援護措置対象者は、35歳以上であること。

2．隣保館等利用要件

隣保館等で就労相談を行ったこと。

3．申し出要件

公共職業安定所での職業相談時に、「就職困難者に対する援護措置を受けたい｡」旨の

申し出を行うこと。

4．相談票記入要件

公共職業安定所相談窓口において相談票の記入を行うこと。

5．その他

隣保館等との連携を図るため､地域の実情により適宜連絡会議を開催することとする。



|部内限’
就職困難者であることの判断

就職困難者の基本的確認要件

教育・就労環境等により公共職業安定所長が就職が著しく困難であると認める者は、認

定要件を満たしている者で、下記の基本的な要件を具備している者とし、援護措置の対象

者とする。

基本的確認要件

1．企業規模要件

離職した事業所（直近の勤務先）が中小企業基本法第2条における大企業でないこと。

但し、臨時、臨時的パート、季節、期間工で雇用されていた場合はこの限りでない。

2．雇用形態要件

再就職を希望する雇用形態が一般常用雇用（フルタイム勤務）であること。したがっ

て、臨時、パート、臨時的パート、季節、期間工などを希望する者は該当しない。

3．学歴要件

最終学歴が高等学校卒業以上でないこと。（義務教育卒業者）

4．離職理由要件

離職理由が定年退職でないこと。

定年後の再雇用及び勤務延長後の離職でないこと。

5．勤続要件

同一企業に概ね10年以上勤続して、離職したものでないこと。

6．援護措置の適用年齢

・雇用保険法上の所定給付日数に係る就職困難者の年齢は、受給資格に係る離職の日に

おいて35歳以上であること。

・職業転換給付金制度における公共職業訓練受講に係る就職困難者の年齢は、訓練入校

日において35歳以上であること。



事 務 連 絡

平成14年4月17H

各公共職業安定所（安曇川出張所）長 殿

滋賀労働局職業安定部職業安定課長

滋賀労働局職業安定部職業対策課長

地域改善対策特定事業に係る国の財政上の特別措置に関する法律の

失効後における就職困難者の確認に係る基本的要件について

標記については、平成14年4月17日付け本職名事務連絡により連絡したところです

が、就職困難者であることの判断に係る別紙「就職困難者の確認要件jについて、7の事

項を含めて就職困難者であることの判断ができることとします･ので、当該取扱についてよ

ろしくお願いします。

〃



|貴職限り’

就職困難者の基本的確認要件

教育・就労環境等により公共職業安定所長が就職が著しく困難であると認める者は、認

定要件を満たしている者で、下記の基本的な要件を具備している者とし、援護措置の対象

者とする。

基本的確認要件

1．企業規模要件

離職した事業所（直近の勤務先）が中小企業基本法第2条における大企業でないこと。

但し、臨時、臨時的パート、季節、期間工で雇用されていた場合はこの限りでない。

2．雇用形態要件

再就職を希望する雇用形態が一般常用雇用（フルタイム勤務）であること。したがっ

て、臨時、パート、臨時的パート、季節、期間工などを希望する者は該当しない。

3．学歴要件

最終学歴が高等学校卒業以上でないこと。（義務教育卒業者）

4．離職理由要件

離職理由が定年退職でないこと。

定年後の再雇用及び勤務延長後の離職でないこと。

5．勤続要件

同一企業に概ね10年以上勤続して、離職したものでないこと。

援護措置の適用年齢

・雇用保険上の所定給付日数に係る就職困難者の年齢は、受給資格に係る離職の日に

おいて35歳以上であること。

・職業転換給付金制度における公共職業訓練受講に係る就職困難者の年齢は、訓練入

校日において35歳以上であること。

6

7．その他 （1～5の要件に該当しない者で）

隣保館等で実施する継続的相談援助事業等の対象者については、相談状況を客観的に

判断し、他の対象者要件を加味した上で、総合的に判断するものとする。

(注）1～6の確認要件は口頭説明とし、 隣保館等には配付しないこと国

7，その他については、安定所における取扱に止め》説明等一切不要とする。



務 辿 絡
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事

平成2

各 公共職業安定朔（出推所）侭 殿

滋蟹労働局職業安定部職業対策課長

隣保館等を利用した就職磯雌者の確認にかかる

安定所と隣保館等との連携のあり方について

標記については、平成14年4月10日付滋労安収第150号「地域改善対策特定事業

に係る国の財政上の特別措置に関する法律の失効後における対応等に係る留意事項等につ

いて』、平成14年4月17日付事務連絡『｢地域改善対策特定事業に係る国の財政上の特

別措置に関する法律の失効後における対応等に係る留意事項等について」に係る--般対策

の活用に当たっての留意事項について』、平成14年4月17日付事務連絡「地域改善対

策特定事業に係る国の財政上の特別措置に関する法搾の失効後における就職困難者の確認

に係る薙本的要件について_｜により取扱うこととされているところです。

今般、就労対策連絡会議において、（財）滋賀県人権センター地域支援担当から、これ

らの取扱について再度説明を求められ、平成20年10月20日に開催された会議のなか

で別添により説明しておりますのでご了知願います。

なお、今回の説明は従来からの取扱いについて再度確認のために実施したものであり、

従来の取扱いについて変更したものではないことを申し添えます。



取扱沌怠

隣保館との日常的な連携

(隣保館等を利用した就職困難者の確認までの基本的な流れ）

⑥援護捲置の対象

相談者ヲ

小I

②ガイドブック等の資料を活用した

縦労相談①生活 就労相談のための利用
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隣保館等（※）

センター、隣保館、教育(地域総合

④来所（相談 票記入）

③日常的な連携

、鷲鰯雲興含＆

職 業 安 堂 所++・
〆、公

⑤「就職困難者の確認」

． 申し出

、 業曄由;入

・ 相談票への記入

・ 相談票記載内容の聞き取りによる隣保館等の

利用状況の確認を含めたきめ細かな職業相談の

実施等の要件を満たす者で、所要の確認及び総

合的に判断の上、就職困難者の確認を行う。＝

就職困難者？教育・就労環境等により公共職業安定所長が就職が著しく困難であると

認める者であって、35歳以上の者
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i取扱注意
隣保館等との連携のあり方について

生活。就労相談のための利用について

隣保館等では、隣保館設置運鴬袋網に燕づく、相談事業の-．一環として就労柵談を実施す

る鷺ととされている。①

※隣保館等とは、隣保館、教育集会訴、その他市町村の条例等;こより設置されている隣保館．教育集

会所に漁じる公的施設をいう．また、隣保館等職員等と城、隣保館等で勤務する職員、非常勤職員

をいう。

ガイドブック等の資料を活用した就労相談について

公共職業安定所は、隣保館等就労担当職員等が棚談者に対して行う就労相談のための職

業安定・職業能力開発関係の情報の提供を適宜行う。

具体的に減、仕事探しのためのガイドブック（労働局作成）、求人情報（安定所作成)、

賃金情態等を各隣保館等に配付し、隣保館等就労担当職員等の行う就労相談のための情報

の提供を行うこととする。②

隣保館等における相談結果による安定所との連携について

隣保館等就労撹当職員等は、隣保館挙業における相談の結果、相談者が公共職業安定所

の利用を希望し、かつ、別紙『就職困難者としての認定要件」を満たす相談者について、

絹談者の住所を管轄する公共職業安定所職業相談就職困難者担当部門へ、電話連絡あるい

は相談者と同行するなどの方法により連携を行うことができる。③

連絡会議の開催等の日常的な連携

隣保館等との連絡会議は、職業対策連絡協議会の会合等の館長や市町就労担当職員・

相談員及び県人権センター地域支援担当者等が集まる会議を活用するなどにより、地域

の実情に応じて開催し情報交換に努めるとともに、公共職業安定所と隣保館等の担当職

員及び相談員や県人権センター地域支援担当者等がR常的な連携を図り、就職鯛難者等

の安定就労に結びつくための支援に努めることとする。

相談者の来所について

相談者は、住所を管轄する各公共職業安定所へ出頭し、「就職困難者であり援護措置を

受けたい」旨の申し出、求職申込を行うとともに、相談票の記入を行うものとする。④




